
宮城県有料老人ホーム設置運営指導要綱 

 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１ この要綱は、宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（平成１３年４月１日施行。以下「指

針」という。）に基づき、県内における有料老人ホーム（仙台市に設置されるものを除く。）の設

置及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に定める用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 有料老人ホーム 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）第２９条第

１項の有料老人ホームをいう。 

（２） サービス付き高齢者向け住宅 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第

２６号）第５条第１項の登録を受けている高齢者向けの賃貸住宅又は有料老人ホームをい

う。 

（３） 設置予定者 県内に有料老人ホームを設置しようとする者をいう。 

（４） 設置者 県内に有料老人ホームを設置及び運営している者をいう。 

（設置予定者等の責務） 

第３ 設置予定者及び設置者は、指針及びこの要綱の規定を誠実に遵守するとともに、設置予定地等

を管轄する市町村の意見に十分配慮するものとする。 

 

第２章 事前協議等 

（事前協議） 

第４ 設置予定者は、有料老人ホーム設置に係る都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく

開発許可（以下「開発許可」という。）又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく建

築確認（以下「建築確認」という。）の申請前に、有料老人ホーム設置計画事前協議書（様式第１

号。以下「事前協議書」という。）により、設置設計の詳細等について知事に協議しなければなら

ない。この場合において、事前協議書には、設置予定地の市町村長の有料老人ホーム設置同意書

（様式第２号）を添付するものとし、その提出部数は正副各１部とする。 

２ 知事は、事前協議書の内容を審査した結果、当該協議に係る施設の設置計画が指針及びこの要綱

の規定に適合していると認められるときには、設置予定者に対して有料老人ホーム設置計画事前協

議済書（様式第３号。以下「事前協議済書」という。）を交付するものとする。 

３ 設置予定者は、事前協議済書を受領した後に開発許可、建築許可又は建築確認の申請を行うもの

とする。 

（市街化調整区域における事前協議） 

第５ 知事は、都市計画法第７条第３項に規定する市街化調整区域において有料老人ホームの設置を

予定している者に対して、第４第２項の規定により事前協議済書を交付する場合は、当該有料老人ホー

ムの建設について、開発審査会提案基準（優良な有料老人ホーム）に該当するかどうかを確認する

ものとする。 

 

 



第３章 届出等 

（設置届出等） 

第６ 設置予定者は、開発許可、建築許可又は建築確認を受けた後速やかに老人福祉法施行細則（昭

和３９年宮城県規則第２号。以下「規則」という。）第２２条第１項の規定による届出を行うもの

とする。 

２ 前項の届出に際しては、事前協議書、社団法人全国有料老人ホーム協会の入会資格審査委員会審

査結果の通知（以下「審査結果通知」という。）の写しを添付するものとする。ただし、審査結果

通知の写しは審査結果通知又は第一審査終了証を有する設置予定者のみとする。 

３ 知事は、第６第１項の届出を受理したときは、有料老人ホーム設置届受理書（様式第４号）を設

置予定者に交付するものとする。 

４ 設置予定者は、前項の有料老人ホーム設置届受理書の交付を受ける前には、原則として入居者の募

集を行ってはならない。 

（工事の着工届出等） 

第７ 有料老人ホーム設置に係る工事の着工は、相当数の入居者が見込まれていない場合において

は、入居前払金の返還債務について銀行保証が付された後に行わなければならない。 

２  設置予定者は、有料老人ホーム設置に係る工事に着工しようとするときは、あらかじめ建設工事

工程表を添付した建設工事着工届（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

（事業開始届） 

第８ 設置予定者は、有料老人ホームの運営を開始したときは、有料老人ホーム事業開始届書（様式 

第６号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の有料老人ホーム事業開始届出書には、有料老人ホーム情報開示等一覧表（様式第８

号）、建物引渡し関係書類の写し及び「有料老人ホーム設置運営標準指導指針について」（平成  

１４年７月１８日老発第０７１８００３号厚生労働省老健局長通知）別添の「有料老人ホーム設置

運営標準指導指針」別紙様式「重要事項説明書」（以下「重要事項説明書」という。）を添付する

ものとする。 

（事業変更届） 

第９ 設置予定者及び設置者は、第６第１項の届出の内容に変更が生じたときは、変更の日から１月

以内に規則第２２条第２項の有料老人ホーム事業変更届を知事に提出するものとする。 

２ 前項の規定に関わらず、次に掲げる各号に係る変更を行う場合には、変更の前に、その内容につ

いて県に協議すること。 

 （１） 事業所の建物の構造・専用区画 

 （２） 利用料 

 （３） 定員の増減 

 （再開届） 

第１０ 設置者は、法第２９条第３項の規定により休止をした有料老人ホームの運営を再開するとき

は、再開をしようとする日の１月前までに有料老人ホーム再開届（様式第１１号）を知事に提出す

るものとする。 

 

第４章 設置後の報告等 

（定期報告） 

第１１ 設置者は、毎年７月１日現在の重要事項説明書を作成し、翌月末日までに知事に報告するも



のとする。 

２ 前項の報告に際しては、次の書類を添付するものとする。 

 （１） 直近の事業年度の貸借対照表及び損益計算書等の財務諸表 

 （２） 他業を営んでいる場合は、他業に係る直近の事業年度の貸借対照表及び損益計算書等の財

務諸表 

 （３） 親会社がある場合には、親会社の業務に係る直近の事業年度の貸借対照表及び損益計算書

等の財務諸表 

 （４） 運営懇談会開催状況報告書（様式第７号） 

 （５） 有料老人ホーム情報開示等一覧表（様式第８号） 

 （６） その他知事が指定する書類 

（随時報告） 

第１２ 設置者は、次の各号に掲げる場合は、当該各号に定める書類を速やかに知事に提出するもの

とする。 

 （１） 役員又は施設長に変更があった場合は、当該役員又は当該施設長の履歴書及び役員名簿 

 （２） 入居契約書又は管理規程等を変更しようとする場合は、当該変更予定事項及び当該変更予

定事項に係る運営懇談会の開催内容を示す書類 

 （３） 利用料を改定した場合は、当該改定事項及び当該改定事項に係る運営懇談会の開催内容を

示す書類 

２ 設置者は、有料老人ホームにおいて重大な事故が発生した場合には、当該事故の内容等を知事に

報告しなければならない。 

なお、報告様式等については、別に通知するところによるものとする。 

 

第５章 指導 

 （指導） 

第１３ 知事は、有料老人ホームの運営等に関して、法令、指針、この要綱に定める規定、その他必

要な事項を周知徹底し、有料老人ホームの適正な運営及びサービスの質の確保並びに入居者保護を

図ることを目的として、指導を実施するものとする。 

２ 前項の指導は、以下の方法により実施するものとする。 

 （１） 知事は、前項の目的を達成するために個別具体的な指導を要すると認められる場合には、 

    適時指導を行うものとする。 

 （２） 老人福祉法の規定により有料老人ホームに該当する施設であって、第６第１項及び第８に 

    規定する届出を行っていない者（以下「未届有料老人ホーム設置者」という。）に対して 

    は、届出指導を行うものとし、詳細は要領で定める。 

 （３） 前二号に掲げるほか、前項の目的を達成するために必要と認められる場合には、集団指導 

    を行うものとする。 

 

第６章 立入検査 

（定期立入検査） 

第１４ 知事は法令、指針、この要綱に定める規定等に対する実施状況について個別に明らかに

し、必要な助言及び指導を行うために定期立入検査を実施するものとし、詳細は要領で定め

る。 



２ 有料老人ホームの設置者にあっては、知事が必要と判断した場合に別途通知する定期立入検

査に係る資料を知事に提出するものとする。 

（随時立入検査） 

第１５ 前条に規定するほか、知事は、以下に示す情報等により、特定の検査事項を定め、重点

的に検査を行う必要があると認められる場合に随時立入検査を実施するものとする。 

（１） 通報・苦情・相談等に基づく情報 

（２） 第１２第２項に規定する事故報告書に基づく情報 

（３）  前条に規定する定期立入検査において確認した情報 

（４） 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第２２条第１項によ

る市町村長からの報告に基づく情報 

（検査結果の通知） 

第１６ 知事は、前二条による立入検査の結果、改善命令に至らない軽微な改善を要する事項が

認められた場合は、当該有料老人ホーム等に対して、後日文書によりその旨の通知を行う。 

２ 当該有料老人ホームに対して、文書で通知した事項の改善状況について、文書による報告を

求めるものとする。 

 

第７章 雑則 

（事前指導） 

第１７ 市町村長は、設置予定者から事前に整備計画の相談を受け、指導を行うものとする。 

（適用除外） 

第１８ サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているものにあっては、第４、第５、第６、第

７、第８、第９、第１０及び第１２第１項の規定は適用せず、高齢者の居住の安定確保に関する法

律第７条第１項に定める登録基準によること。 

（準用） 

第１９ 第３章及び第４章の規定は、設置者が入居定員の増加を伴う有料老人ホームの増改築をしよ

うとする場合に準用する。この場合、「設置予定者」を「設置者」と読み替えるものとする。 

２ この要綱の規定は、分譲型有料老人ホーム（分譲方式で高齢者を入居させることを目的とする施

設をいう。）の設置及び運営について準用する。この場合、「設置者」を「サービス提供事業者

（分譲型有料老人ホームにおいて、区分所有建物の分譲事業者とは別にサービスを提供する事業者

をいう。）に読み替えるものとする。 

３ 有料老人ホーム類似施設の設置及び運営の指導については、別に定めるもののほか、この要綱の

各規定を準用する。 

４ 第６、第８、第１２第１項、第１３第２項（１）及び（３）、第１４、第１５並びに第１６の規

定は、未届有料老人ホームの届出及び運営について準用する。この場合、「設置者」及び「設置予

定者」は「未届有料老人ホーム設置者」と、「有料老人ホーム」は「未届有料老人ホーム」と読み

替えるものとする。 

（その他） 

第２０ この要綱に定めるもののほか、有料老人ホームの運営の指導に関して必要な事項は、別に定

める。 

 

 



 

   附 則 

この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成１８年７月２１日から施行する。 

（経過措置等） 

２  有料老人ホームの重要事項説明書については，改正後の要綱様式第９号及び第１０号の規定にか 

かわらず，平成１８年９月３０日までは，従前の例によることができる。 

３ 経過措置対象有料老人ホーム （平成１８年３月３１日以前より事業を開始していた同日におい 

ては有料老人ホームに該当しない施設で，平成１８年４月１日以降において有料老人ホームに該当 

することとなったものをいう。３において同じ。）に関しては，第４，第５及び第８の規定は適用 

しない。 

４ 経過措置対象有料老人ホームの設置者は，第７及び第９の規定にかかわらず，別に定めるところ 

により，設置届及び事業開始届の提出を行わなければならない。 

附 則 

この要綱は，平成２０年３月１４日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は，平成２７年７月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和３年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 

 

 


